
 

健 感 発 0 6 3 0 第 １ 号  

令 和 ４ 年 ６ 月 3 0 日  

都 道 府 県 
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                       厚生労働省健康局結核感染症課長 

（ 公 印 省 略 ）   

 

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律第 12条第１項 

及び第 14条第２項に基づく届出の基準等について（一部改正） 

 

新型コロナウイルス感染症に関しては、「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療

に関する法律第 12 条第１項及び第 14 条第２項に基づく届出の基準等について（一部改

正）」（令和４年３月 17 日付け健感発 0317 第１号厚生労働省健康局結核感染症課長通知。

以下「届出通知」という。）において、感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関

する法律（平成 l0年法律第 l14 号）第 12条第１項及び第 14条第２項に基づく届出の基

準等をお示ししているところです。 

今般、感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律施行規則の一部を改正す

る省令（令和４年厚生労働省令第 102 号）が公布されたことに伴い、届出通知における新

型コロナウイルス感染症の発生届出について別紙のとおり改正することとしました。 

当該改正の概要等については、下記のとおりであり、併せて当該改正に関するＱ＆Ａを

別紙のとおり作成いたしましたので、御了知いただくとともに、貴管内市町村、関係機関

等へ周知いただき、その実施に遺漏なきようお願いいたします。 

 

記 

 

１ 改正概要 

別記様式６－１（発生届）について、次の改正を行うもの。 

・ 「当該者職業」、「当該者住所」、「症状」、「診断方法」、「初診年月日」、「感染した

と推定される年月日」、「感染原因・感染経路・感染地域」、「新型コロナウイルス感

染症の拡大に際しての時限的・特例的な取扱いによる電話や情報通信機器を用いた

診療の有無」を削除した。 

・ 「性別」欄の選択肢に、「その他」を追記した。 

・ 「届出時点の重症度（「新型コロナウイルス感染症（COVID-19）診療の手引き」による。）」



 

欄の選択肢に、「無症状」を追記した。 

・ 「重症化のリスク因子となる疾病等の有無」欄の選択肢に、「心血管疾患」及び

「脳血管疾患」を追記し、当該欄の選択肢の「慢性閉塞性肺疾患（COPD）」を「慢

性呼吸器疾患（COPD等）」へ変更した。 

・ その他、所要の改正を行った。 

 

２ 適用日 

本日より適用する。



 

  

新旧対照表 

「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律第12条第１項及び第14条第２項に基づく届出の基準等について」 

改正後 現行 

（別紙） 

医師及び指定届出機関の管理者が都道府県知事に届け出る基準 

第１～７（略） 

別記様式１～５（略） 

別添様式６－１ 

 

（別紙） 

医師及び指定届出機関の管理者が都道府県知事に届け出る基準 

第１～７（略） 

別記様式１～５（略） 

別添様式６－１ 

 

 



１．今回の発生届出改正の趣旨を教えてください。 

（答） 

発生届は、感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成 10

年法律第 114号。以下「感染症法」という。）第 12条第１項に基づき、医師に対

し、全国一律に罰則付きの届出義務が課せられるものであるところ、今回の見直

しは、感染者が増加した場合でも発生動向を適切・迅速に把握するため、その項

目を保健所等による健康観察の支援が適切に行われるために必要な項目に最小化

し、届出様式を簡素化するものです。 

 

２．改正後の様式では、感染原因・感染経路に関する項目が見直されていま

す。今回の発生届の改正に伴い、保健所における積極的疫学調査の対応方針

に変更はあるのでしょうか。 

（答） 

今般の改正の趣旨は、１でお答えしたとおりであり、新型コロナウイルス感染

症に関する積極的疫学調査については、「B.1.1.529 系統（オミクロン株）が主

流である間の当該株の特徴を踏まえた感染者の発生場所毎の濃厚接触者の特定及

び行動制限並びに積極的疫学調査の実施について」（令和４年３月 16日（令和４

年３月 22日一部改正）付け厚生労働省新型コロナウイルス感染症対策推進本部事

務連絡。以下「積極的疫学調査事務連絡」という。）においてお示ししたとお

り、地域の実情に応じ、ハイリスク施設に集中的に実施するとの方針に変わりあ

りません。 

保健所による積極的疫学調査は、引き続き、上記の方針を踏まえ実施していた

だくとともに、実施した場合の HER-SYS（新型コロナウイルス感染者等情報把握・

管理システム）入力（今回届出義務項目ではなくなる感染原因・感染経路等も、

任意項目として存置しています。）についても引き続き行っていただくようお願

いいたします。 

 

３．改正後の発生届出では、当該者の職業に関する項目が見直されています。

今回の発生届様式の改正に伴い、ハイリスク施設への支援及び介入の対応方

針に変更はあるのでしょうか。 

（答） 

積極的疫学調査事務連絡においてお示ししたとおり、ハイリスク施設における

感染者の発生に当たっては、発生届とは別に、当該施設からの報告を求め、都道

府県及び都道府県感染制御・業務継続支援チーム等による調査を集中的に実施す

別紙 

 



ることにより、ハイリスク者との間での感染拡大を防止することとしており、こ

の方針に変わりありません。 

 

４．改正後の発生届出では、症状に関する項目が見直されています。今回の発

生届の改正に伴い、保健所における入院調整の対応方針に変更はあるのでし

ょうか。 

（答） 

感染症法に基づく入院勧告・措置の対象については、現在、基礎疾患のある

方、高齢者、重症・中等症の者、医師が入院を必要と判断する者等となってお

り、同法に基づく入院対象の選定に必要な事項は引き続き、届出事項となってい

ます。入院調整についても、当該事項の範囲内で行うことが考えられますが、地

域の実情に応じ、届出事項を追加して入院調整を行う場合には、自治体独自の発

生届様式により管内医療機関からの報告を求めることも可能と考えられます。 

なお、保健所との緊密な連携の下、入院調整を医療機関間で行っている事例に

関して、「小児の新型コロナウイルス感染症対応について」（令和４年６月 20日

付け事務連絡）において「都道府県が地域の小児医療の基幹病院の医師等を入院

調整に係るアドバイザーとして指定し、診療所等の医師が入院が必要と判断した

小児について、アドバイザーが病状に応じた適切な宿泊療養施設・医療機関の選

定、転院の調整等を支援する仕組みの構築」等の取組をお示ししたところですの

で、こちらも参考にしてください。 

 

５．診断（検案）した者（死体）の類型に関する項目の選択肢、疑似症患者の

運用に変更はあるのでしょうか。 

（答） 

今回の発生届の見直しに伴って新型コロナウイルス感染症の診断基準を見直す

こととはしていません。これまでどおり、検査陽性となり、医師が診断した者に

ついては、患者（確定例）として発生届を出していただくことに変わりありませ

ん。 

なお、「新型コロナウイルス感染症の感染急拡大時の外来診療の対応につい

て」（令和４年１月 24日付け厚生労働省新型コロナウイルス感染症対策推進本部

事務連絡）においてお示している通り、同居家族などの感染者の濃厚接触者が有

症状となった場合の臨床症状で診断（「疑似症患者」として）する取扱いについ

ては、現在も、診療・検査医療機関がひっ迫し、受診に一定の時間を要する状況

となっている場合の取扱いです。 

 



６．今回の発生届出の見直しに伴い、様式も改正されることになりますが、改

正後の様式は、いつから活用可能でしょうか。 

（答） 

改正後の様式は、６月 30日からご活用いただけます。ただし、HER-SYSにおい

て、「報告年月日」に 6月 29日までの日付を入力した場合は改正前の様式、6月

30日以降の日付を入力した場合は改正後の様式が表示されるように設定されてい

ます。 

 

７．6月 30日より前に発生した陽性者を 6月 30日以降に遅れて届け出る場合、

新しい様式にて届出が可能でしょうか。 

（答） 

6月 30日より前に発生した陽性者を遅れて届け出る場合、実際に届け出る報告

年月日を入力し登録ください。 

 

８．今回の様式改正に伴い、医療機関や保健所に OCR導入を義務づけるもので

しょうか。また、医療機関から保健所へ FAXでの送付を推奨する意図があるの

でしょうか。 

（答） 

今回の様式改正は、OCRによる読み取りを義務づけるものではありません。 

また、「新型コロナウイルス感染症対応に係る保健所等による健康観察等につ

いて」（令和４年２月９日付け厚生労働省新型コロナウイルス感染症対策推進本

部事務連絡）においてお示ししたとおり、HER-SYSによる届出の徹底についてお願

いしているところ、その方針に変わりはありません。関係各所への案内について

も同様の案内及びご協力をお願いいたします。 


